
 

 

平成24年度雇用失業統計研究会（第１回） 

会 議 次 第 

 

平 成 24年 10月 18日 (木 ) 

総務省統計局６階特別会議室 

 

１ 開  会 

２ 議  事 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（雇用関連事項）への対応方策について 

３ 閉  会 

 

 

＜配布資料＞ 

資料１  平成 24 年度雇用失業統計研究会の開催について 

資料２ 労働力調査調査票の変更点について 

資料３ 平成24年就業構造基本調査の変更点について 

資料４ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」の進捗状況 

資料５  労働力調査データによる１年間の労働フローデータの分析指標の作成、提供について 

 

参考１  労働力調査 基礎調査票 

参考２ 労働力調査 特定調査票 

参考３ 平成24年就業構造基本調査調査票 
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平成 24年度雇用失業統計研究会の開催について 

 

 

 

 

 

 

 

１ 目 的 

総務省統計局が所管する雇用失業統計について，社会経済情勢及び雇用失業情勢

の変化に応じた調査事項，調査方法，結果分析等の改善・充実に関する検討を行う

ことを目的として，平成 24 年度雇用失業統計研究会（以下「研究会」という。）を

開催する。 

 

２ 検討課題 

（１）労働力調査等における調査事項等について 

（２）労働力調査及び就業構造基本調査におけるより的確な分析手法について 

（３）その他 

 

３ 構 成 員 

研究会の構成員は，別紙のとおりとする。 

 

４ 開 催 

研究会は，平成 25年３月末までの間に３回程度開催する。 

 

５ 庶 務 

研究会の庶務は，統計調査部労働力人口統計室において処理する。 

 

平 成 2 4年 ８ 月 2 3日 

総務省統計局統計調査部 

労 働 力 人 口 統 計 室 

資料１ 
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別 紙 

 

 

平成 24年度雇用失業統計研究会の構成員 

 

 

 

◎玄田 有史  国立大学法人東京大学社会科学研究所教授 

黒田 祥子  早稲田大学教育・総合科学学術院准教授 

小杉 礼子  独立行政法人労働政策研究・研修機構統括研究員 

篠﨑 武久  早稲田大学理工学術院創造理工学部准教授 

山本  勲  慶應義塾大学商学部准教授 

厚生労働省職業安定局雇用政策課長 

東京都総務局統計部社会統計課長 

 

その他，座長が必要に応じて招請する専門分野の学識者 

 

 

 

統計調査部長 

統計調査部調査企画課長 

統計調査部労働力人口統計室長 

 

その他，労働力人口統計室長が指名する者 

 

   （敬称略・◎は座長） 
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労働力調査調査票の変更点について 

 
 
１．基礎調査票の変更点 

 
調査事項 現行 変更後 変更理由 

⑧ 月末１週

間の就業時

間等 

○月末１週間（ただし 12月は

20～26日）に仕事をした時

間 

○月末１週間（ただし 12 月は

20～26日）に仕事をした時間 

 

○月末１週間（ただし 12 月は

20～26 日）に仕事をした日数 

年間の総実労働時間の

より適切な推計に資す

るため。 

⑨ 当月１か

月間の就業

日数 
― 

○当月の１か月間に仕事をし

た日数 

⑩ 従業上の 

地位 

（選択肢） 

○雇われている人のうち 

 ・常雇の人 

  

・臨時雇の人 

・日雇の人 

○会社などの役員 

○自営業主 

 ・雇い人あり 

 ・雇い人なし 

○自家営業の手伝い 

○内職 

（選択肢） 

○雇われている人のうち 

 ・常雇の人（無期の契約） 

 ・常雇の人（有期の契約） 

 ・臨時雇の人 

 ・日雇の人 

○会社などの役員 

○自営業主 

 ・雇い人あり 

 ・雇い人なし 

○自家営業の手伝い 

○内職 

常雇のうち雇用契約期

間が１年超の者と期間

の定めがない者を分離

して，有期雇用契約者

の実態の把握に資する

ため。 

⑪  勤め先に 

おける呼称 

［特定調査票において把握］ 

○雇われている人 

 ・正規の職員・従業員 

 ・パート 

 ・アルバイト 

 ・労働者派遣事業所の派遣

社員 

 ・契約社員・嘱託 

  

・その他 

［基礎調査票において把握］ 

○雇われている人 

 ・正規の職員・従業員 

 ・パート 

 ・アルバイト 

 ・労働者派遣事業所の派遣社

員 

 ・契約社員 

 ・嘱託 

 ・その他 

非正規雇用者に関する

より詳細なデータの迅

速な提供に資するた

め，雇用形態（呼称）

の質問を現行の特定調

査票から基礎調査票に

移動。 

⑫ 勤め先・

業主等の名

称・事業内

容 

［派遣労働者の産業等を派遣

元企業で把握］ 

 

［派遣労働者の産業等を派遣

先企業で把握］ 

 

産業別の労働投入量を

正確に推計できるよう

にするため。 

 

  

資料 2 
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２．特定調査票の変更点 

 

調査事項 現行 変更後 変更理由 

Ａ４ 

どうして今

の雇用形態

についてい

るのですか 

― 

○「パート」「アルバイト」「労

働者派遣事業所の派遣社員」

「契約社員」「嘱託」などの

非正規の雇用形態を選択し

た理由 

非正規雇用の拡大が進

む中，その背景を把握す

るため。 

Ａ５ 

転職などを

希望してい

ますか 

［基礎調査票において把握］ 

（選択肢） 

○転職希望の人のうち 

・仕事を探している 

・仕事を探していない 

○別の仕事もしたい人のう

ち 

・仕事を探している 

・仕事を探していない 

○転職も別の仕事も希望し

ない人 

［特定調査票において把握］ 

（選択肢） 

○転職などを希望している 

・実際に仕事を探している 

・仕事を探していない 

 

 

 

 

○転職などを希望していない 

転職などに関する意識

項目であり，最近の動き

として，大きな変化はな

く，記入者負担の軽減の

ため，調査内容を簡素化

した上で特定調査票で

の把握に変更。 

（削除） ○今の仕事についたときの収

入の増減 

（削除） 記入者負担の軽減のた

めに削除。 

Ｃ２ 

仕事をした

いと思って

いながら 

現在仕事を

探していな

いのは ど

うしてです

か 

（選択肢） 

○適当な仕事がありそうにな

い 

○家事・育児のため仕事が続

けられそうにない 

○健康上の理由 

○その他 

（選択肢） 

○適当な仕事がありそうにな

い 

○出産・育児のため 

○介護・看護のため 

○健康上の理由のため 

○その他 

従来から，「介護」は「家

事」の一部として把握し

てきているが，高齢化の

進展に対応し，これを理

由として仕事探しをし

ていない者を的確に把

握するため，選択肢を追

加。 

Ｄ２ 

前にしていた

仕事は 勤め

ていたのです

か 自分で事

業を経営して

いたのですか 

（選択肢） 

○正規の職員・従業員 

○パート・アルバイト 

○労働者派遣事業所の 

派遣社員 

○その他 

○会社などの役員 

○自営業主 

○自家営業の手伝い 

○内職 

（選択肢） 

○正規の職員・従業員 

○パート・アルバイト 

○労働者派遣事業所の 

派遣社員 

○契約社員・嘱託 

○その他 

○会社などの役員 

○自営業主 

○自家営業の手伝い 

○内職 

就業構造基本調査との

整合性の確保 

Ｅ１ 

教育 

（選択肢） 

○在学中 

・小学・中学・高校 

・短大・高専 

・大学・大学院 

○卒業 

・小学・中学・高校・旧中 

・短大・高専 

・大学・大学院 

 

○在学したことがない 

（選択肢） 

○在学中 

・小学・中学・高校 

・短大・高専 

・大学・大学院 

○卒業 

・小学・中学・高校・旧中 

・短大・高専 

・大学 

・大学院 

○在学したことがない 

近年の高学歴化の進展

に伴い，大学院の卒業者

が増加したことに対応

するため，選択肢を追

加。 
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平成 24年就業構造基本調査の変更点について 

 
調査事項 現行 変更後 変更理由 

４ 教育 

（1）就学状況 

 ○卒業者について卒業年次を記入 

 

卒業時期と現在の

就業実態や雇用形

態との関係のより

詳細な把握のため ４ 教育 

（2）学校区分 

（選択肢） 

○小学・中学 

○高校・旧制中 

○専門学校 

○短大・高専 

○大学 

○大学院 

（選択肢） 

○小学・中学 

○高校・旧制中 

○専門学校 

 ・1年以上２年未満 

 ・2年以上 4 年未満 

 ・4年以上 

○短大・高専 

○大学 

○大学院 

５ 居住地 

 

 

 

 

 

 

 

 

（選択肢） 

○１年前の居住地 

・現在の住居 

・同じ市区町村の別のところ 

・同じ都道府県内の別の市区町村 

・他の都道府県 

（→都道府県名を記入） 

・外国 

 

（選択肢） 

○現在の場所への居住開始時期 

 ・出生時から 

 ・上記以外は、居住開始時期を記入 

○現在の場所への居住理由 

 ・あなたの仕事の都合 

   仕事につくため 

   仕事をやめたため 

   転勤のため 

   その他 

 ・家族の仕事の都合 

 ・通学のため 

 ・結婚のため 

 ・子供の養育・教育のため 

 ・介護・看護のため 

 ・その他 

○現在の場所に居住する前の居住地 

 ・同じ市区町村内の別のところ 

 ・同じ都道府県内の別の市町村 

 ・他の都道府県（→都道府県名を記入） 

 ・外国 

転勤、離・転職等

による就業者の移

動状況のより詳細

な把握のため 

６ 収入の種類 〔世帯単位に把握〕 

（選択肢） 

○賃金・給料 
○事業収入 

 ・農業収入 

 ・その他の事業収入 
○内職収入 
○家賃・地代 
○利子・配当 
○年金・恩給 

○雇用保険 

○仕送り 
○その他 

〔世帯員単位に把握〕 

（選択肢） 

○賃金・給料 
○事業収入（農業収入を含む） 

○内職収入 
○社会保障給付 

 ・年金・恩給 

 ・雇用保険 

 ・その他の給付 

○仕送り 
○家賃・地代 
○利子・配当 
○その他 
○なし 

 

社会保障給付によ

る収入のより詳細

な把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 
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調査事項 現行 変更後 変更理由 

Ａ１ 

勤め先か自

営かの別・勤

め先におけ

る呼称 

 

（選択肢） 
○雇われている人のうち 

 ・常雇 

 ・臨時雇 

 ・日雇 

       

 

・正規の職員・従業員 

・パート 

・アルバイト 

・労働者派遣事業所の派遣社員 

・契約社員 

・嘱託 

・その他 

 
 

（選択肢） 
○雇われている人のうち 

・正規の職員・従業員 

・パート 

・アルバイト 

・労働者派遣事業所の派遣社員 

・契約社員 

・嘱託 

・その他 

 

 

○雇用契約期間の定めの有無 

 ・定めがない（定年までの雇用を含む） 

・定めがある 

  １か月未満 

  １か月以上 6か月以下 

    6か月超 1年以下 

  １年超３年以下 

  ３年超５年以下 

 その他  

・わからない 

 
 

○雇用契約の更新 

・ない 

・ある→更新回数を記入 

より具体的な雇用

契約の期間や更新

回数を把握するこ

とにより、非正規

雇用者に関するよ

り詳細な分析を可

能とするため 

Ａ５ 

この仕事の 1

年間の就業

日数及び 1週

間の就業時

間 

(3)１週間の就

業時間 

（選択肢） 

○15時間未満 

○15～19時間 

    

○60～64時間 

○65時間以上 

 

（選択肢） 

（選択肢） 

○15時間未満 

○15～19時間 

 

○60～64時間 

○65～74時間 

○75時間以上 

長時間労働の背景

等の分析のため 

Ａ６ 

この仕事か

らの 1年間の

収入又は収

益 

 

（選択肢） 

○収入なし・50万円未満 

○50～99万円 

○100～149万円 

 

○900～999万円 

○1000～1499万円 

○1500万円以上 

（選択肢） 

○収入なし・50万円未満 

○50～99万円 

○100～149万円 

 

○900～999万円 

○1000～1249万円 

○1250～1499万円 

○1500万円以上 

高所得者階級の収

入のより詳細な把

握のため 

 
 
 
 

… 

… 

… … 

（上記のいずれかを選択の後、 
以下の選択肢へ） 

（上記のいずれかを選択の後、 
以下の選択肢へ） 
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調査事項 現行 変更後 変更理由 

Ｂ３ 

どのような

種類の仕事

（職種）につ

きたいので

すか 

（選択肢） 

○製造・生産工程 

○建設・労務 

○運輸・通信職 

○営業・販売職 

○サービス職業 

○専門的・技術的職業 

○管理的職業 

○事務職 

○その他（保安職など） 

○仕事の種類にこだわっていない 

 

（選択肢） 

○製造・生産工程職 

○建設・採掘職 

○輸送・機械運転職 

○営業・販売職 

○サービス職業 

○専門的・技術的職業 

○管理的職業 

○事務職 

○農林漁業職  

○その他（保安職など） 

○仕事の種類にこだわっていない 

農林水産分野への

就業希望者の把握

のため 

Ｂ６ 

仕事を探し

たり開業の

準備をして

いないのは

どうしてで

すか 

（選択肢） 

○探したが見つからなかった 

○希望する仕事がありそうにない 

○知識・能力に自信がない 

○病気・けがのため 

○高齢のため 

○育児や通学などのため仕事が続け

られそうにない 

○家族の介護・看護のため 

○急いで仕事につく必要がない 

○学校以外で進学や資格取得などの

勉強をしている 

○その他 

（選択肢） 

○探したが見つからなかった 

○希望する仕事がありそうにない 

○知識・能力に自信がない 

○出産・育児のため 

○介護・看護のため 

○病気・けがのため 

○高齢のため 

○通学のため 

○学校以外で進学や資格取得などの勉

強をしている 

○急いで仕事につく必要がない 

○その他 

ワーク・ライフ・

バランスの進展に

関する分析のため 

Ｂ９ 

収入になる

仕事をした

いとおもっ

ていないの

はどうして

ですか 

 

 

 

 

 

 

 

（選択肢） 

○育児のため 

○家族の介護・看護のため 

○家事（育児・介護・看護以外）の

ため 

○通学のため 

○病気・けがのため 

○高齢のため 

○学校以外で進学や資格取得などの

勉強をしている 

○ボランティア活動に従事している 

○仕事をする自信がない 

○その他 

○特に理由はない 

（選択肢） 

○出産・育児のため 

○介護・看護のため 

○家事（出産・育児・介護・看護以外）

のため 

○通学のため 

○病気・けがのため 

○高齢のため 

○学校以外で進学や資格取得などの勉

強をしている 

○ボランティア活動に従事している 

○仕事をする自信がない 

○その他 

○特に理由はない 

ワーク・ライフ・

バランスの進展に

関する分析のため 
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調査事項 現行 変更後 変更理由 

Ｃ３ 

どうして前

の仕事をや

めたのです

か 

 

選択肢） 

○人員整理・勧奨退職のため 

○会社倒産・事業所閉鎖のため 

○事業不振や先行き不安 

○一時的についた仕事だから 

○収入が少なかった 

○労働条件が悪かった 

○自分に向かない仕事だった 

○家族の転職・転勤又は事業所の移

転のため 

○定年のため 

○雇用契約の満了のため 

○病気・高齢のため 

○結婚のため 

○育児のため 

○家族の介護・看護のため 

○その他 
 

（選択肢） 

○会社倒産・事業所閉鎖のため 

○人員整理・勧奨退職のため  

○事業不振や先行き不安のため 

○定年のため 

○雇用契約の満了のため 

○収入が少なかったため 

○労働条件が悪かったため 

○結婚のため 

○出産・育児のため 

○介護・看護のため 

○病気・高齢のため 

○自分に向かない仕事だった 

○一時的についた仕事だから 

○家族の転職・転勤又は事業所の 

移転のため 

○その他 

ワーク・ライフ・

バランスの進展に

関する分析のため 

Ｃ４ 

前の仕事の

勤めか自営

かの別・勤め

先における

呼称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（選択肢） 
○雇われている人のうち 

 ・常雇 

 ・臨時雇 

 ・日雇 

       

 

・正規の職員・従業員 

・パート 

・アルバイト 

・労働者派遣事業所の派遣社員 

・契約社員 

・嘱託 

・その他 

○会社などの役員 
○自営業主（雇人あり） 
○自営業主（雇人なし） 
○自家営業の手伝い 

○内職 

（選択肢） 
○雇われている人のうち 

・正規の職員・従業員 

・パート 

・アルバイト 

・労働者派遣事業所の派遣社員 

・契約社員 

・嘱託 

・その他 

○会社などの役員 
○自営業主（雇人あり） 
○自営業主（雇人なし） 
○自家営業の手伝い 

○内職 

Ａ１の変更に伴う

見直しのため 

  

（上記のいずれかを選択の後、 
以下の選択肢へ） 
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調査事項 設問 選択肢 変更理由 

Ｅ 

育児・介護の

状況につい

て 

 

 

Ｅ１ 

○ふだん育児をしていますか 

・育児をしている 

・育児をしていない 

就業と育児休

業や介護休業

の取得状況と

の関係を把握

するため 
Ｅ１の２ 

○この１年間に育児休業などの制度

を利用しまし 

たか 

 

・した 

  育児休業 

  短時間勤務 

  子の看護休暇 

  その他 

・しなかった 

Ｅ２ 

○ふだん家族の介護をしていますか 

・介護をしている 

・介護をしていない 

Ｅ２の２ 

○この 1 年間に介護休業などの制度

を利用しましたか 

 

・した 

  介護休業 

  短時間勤務 

  介護休暇 

  その他 

・しなかった 

Ｆ 

東日本大震

災の仕事へ

の影響 

 

 

 

 

 

Ｆ１ 

○勤め先等が震災の直接の被害を受

けたことにより当時のおもな仕事

に影響がありましたか 

 

・直接の被害による仕事への影響はなかった 

・直接の被害による仕事への影響があった 

  休職した（休業したを含む） 

 離職した（事業の廃止を含む） 

 その他（離職や休職はしなかった） 

・当時、仕事についていなかった 

震災後の就業

状況、震災に

よる移動、就

業異動の状況

等を明らかに

するため 
Ｆ２ 

○震災により避難しましたか 

・避難した 

・避難しなかった（→記入終わり） 

Ｆ２の２ 

○現在、避難していますか 

 

・現在避難している 

・現在避難していない 

震災後に転居した 

震災前の住居に戻った 

（→記入終わり） 

Ｆ２の３ 

○震災時にどこに住んでいましたか 

・現在と同じ市区町村 

・現在と同じ都道府県内の別の市区町村 

（→市区町村名を記入） 

・現在とは別の都道府県 

（→都道府県名を記入） 
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項目 具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 平成23年度中の検討状況又は進捗状況
実施済・
検討中
等の別

実施予定・検討
中とした事項の
今後の見通し等

備　考

○　配偶関係、結婚時期、子供数等の少子化関連項目に関し
て、安定的な指標を得るため、厚生労働省の協力を得て、既存
の統計調査の再構築あるいは新規の統計調査の創設など、大
規模標本調査による把握の可能性について検討する。

総務省 平成23年中に
結論を得る。

○　厳しい財政状況の中で新規統計調査を創設することは困難であるが、少子
化関連項目について、平成24年就業構造基本調査における非求職理由等を把
握する調査事項の選択肢の「その他」に含まれていた「出産」を「育児のため」と
併せ、「出産・育児のため」として把握するよう調査票を設計した。
　なお、全数調査である国勢調査においても、過去、結婚時期や子供の数に係
る調査項目は、調査の忌避感や精度の確保が難しいとされており、既存の統計
調査でこれら調査項目を把握することは困難である。

実施済
（一部）
及び実
施困難
（一部）

○　就業（就職及び離職の状況、就業抑制要因など）と結婚、出
産、子育て、介護等との関係をより詳しく分析する観点から、関
係する統計調査において、必要な事項の追加等について検討
する。

総務省、
厚生労働省

原則として平成
21年中に結論
を得る。

○　就業と結婚、出産、子育て、介護等との関係をより詳しく分析するため、平成
24年就業構造基本調査において育児休業・介護休業等の制度の利用状況等
の調査事項を追加した。 実施済

○　社会生活や雇用・労働等と教育との関係を分析できるように
する観点から、関連統計調査において、学歴等の教育関連項目
を追加することについて検討する。

総務省 原則として平成
21年中に結論
を得る。

○　労働力調査、就業構造基本調査、社会生活基本調査においては、従前か
ら学歴等の教育関連項目として、「在学、卒業等教育の状況」を設置しており、
社会生活や雇用・労働等と教育との関係に関するデータを公表済。 実施済

(8) 企業活動
の変化や働き
方の多様化
等に対応した
労働統計の
整備

○　労働力調査等の雇用・労働関係の調査において、有期雇用
契約期間の実態把握のため、調査事項の改善について検討す
る。なお、検討に際しては、雇用者に関する用語や概念に関し、
利用者が混乱しないような措置についても併せて検討する。

各調査の
実施府省

原則として平成
21年中に結論
を得る。

○　労働力調査においては、有期雇用契約者の総数を把握できるようにするた
め、従業上の地位における常雇を無期と有期に分割し、平成２５年１月から調査
することとした。
　　また、平成24年就業構造基本調査においては、従業上の地位に代えて１回
当たりの雇用契約期間及び労働契約の更新回数を追加し、調査することとし
た。

実施済

○　実労働時間のより適切な把握の観点から、世帯に対する雇
用・労働関係の統計調査において、ＩＬＯの国際基準も踏まえた
上で調査事項の見直しについて検討する。

総務省、
厚生労働省

原則として平成
21年中に結論
を得る。

○　「実労働時間に関するＷＥＢアンケート」の結果を踏まえ、労働力調査にお
いて、年ベースの実労働時間の把握に必要な調査項目の追加し、平成25年１
月から調査することとした。 実施済

○　労働力調査において既に公表している前月比較による労働
力フローのデータに加えて、労働力調査を利用して、性別、年齢
別、産業別、職種別に、前年同月時点での就業者又は失業者
については現在の就業状態、離職の有無、転職の有無を、前年
同月時点で非労働力である者については現在の就業状態を示
す分析指標の推計・作成について検討する。

総務省 平成25年度ま
でを目途に結
論を得る。

○　平成22年度収集した既存の学術研究などの関連情報を基に経常的な集計
が可能か否か技術的な面を検討。

検討中

平成25年度末ま
でに実施の可否
を含め、結論を
得る予定

○　関係府省等と協力して、ハローワークを通じた求人・求職活
動のみではなく、他のルートによる求人・求職活動を含めた総合
的な労働の需給動向を示す指標について、ハローワーク以外の
求人数の把握方法、世帯調査を通じた求職状況に関する統計
の利用可能性や、費用対効果なども含め、その実現可能性につ
いて検討する。

総務省、
厚生労働省

平成21年度か
ら検討する。

○　統計局における世帯調査においては、労働力調査により、従前から求職関
連項目として求職活動の有無及び求職活動の種類を把握しており、データを公
表済。

実施済

３　社会的・政
策的なニーズ
の変化に応じ
た統計の整
備に関する事
項

(2) 少子高齢
化等の進展
やワークライ
フバランス等
に対応した統
計の整備

　「公的統計の整備に関する基本的な計画」の進捗状況【労働力調査及び就業構造基本調査関連】

資料４ 
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「公的統計の整備に関する基本的な計画」で求められた 

労働力調査データによる１年間の労働フローデータの分析指標の作成、提供について 

 

Ⅰ 労働力調査の１年目と２年目の個票データのマッチング 

１．マッチングの目的 

 「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 21 年３月 13 日閣議決定、以下「基本計

画」という。）においては、「労働力調査において既に公表している前月比較による労働力の

フローデータに加えて、労働力調査を利用して、性別、年齢別、産業別、職種別に、前年同

月時点での就業者又は失業者については現在の就業状態、離職の有無、転職の有無を、前年

同月時点で非労働力である者については現在の就業状態を示す分析指標の推計・作成につい

て検討する。」とされている。 

労働力調査は、調査設計上、調査対象となった住戸に対して、２か月連続して調査し、１

年後の同じ時期に再び２か月連続して調査を行うこととしている。また、労働力調査の公表

においては、２か月目に調査された世帯を対象として、前月の就業状態等を集計した結果表1

を公表している。 

なお、上記のような労働力調査のデータにおけるパネル的な構造を利用したフロー的な分

析については、個票データをマッチングして分析を行った先行研究が複数あり、その有用性

が期待されている。しかしながら、一方で、労働力調査はその抽出単位があくまでも「住戸」

であり、同一の調査客体（個人）を継続追跡した調査設計となっていない（いわゆるパネル

調査ではない）ことから、その集計結果は、世帯の転出入はもとより、世帯員の移動（特に

若年者）の影響によるバイアスが起きていることが指摘されている2。 

そこで、本検討では、基本計画で検討することとされている、前年比較によるフローデー

タに係る次の検討を行うこととする。まずマッチングの方法について検討し、現行での最善

と考えられる方法によるマッチングを行った上で、マッチングを実行する上での問題点を整

理する。次に、先の方法により得られたマッチングの結果に基づいて、アンマッチの状況と

基幹統計として集計・公表することの是非について検討する。 

 

２．マッチング方法 

現在公表している前月比較によるフローデータの作成に当たっては、２か月目の基礎調査

票の「前月調査以後の異動」に記入されている１か月間の世帯・世帯員の移動に関する情報

（継続、転入、転出等）を基に正確にマッチングを行い、集計している（図Ⅰ－１）。 

 

図Ⅰ－１ 基礎調査票における「前月調査以後の異動」の記入欄 

 

 

 

 

                                                   
1 前月比較によるフローデータについては、結果原表の第７表「今月及び前月の就業状態，農林業・非農林業，従業上の地位（非

農林業雇用者については従業者規模）別 15歳以上人口」及び第８表「今月及び前月の就業状態，産業別 15歳以上人口」を公表

している。 
2 永瀬伸子（2011）「2000年以後の男女の失業構造の分析－労働力調査のパネル構造を用いた分析をする－」 『統計と日本経済』

第１巻，第１号，2011年４月 91項-111項 

資料５ 
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しかしながら、２年目の調査では、２か月目の調査のような前年と比較した世帯・世帯員

の移動についての記入がないため、２年目の調査の情報からは、同一世帯かどうか、世帯員

の転居や転入の情報を得ることができない。 

今回の検討では、先行研究を踏まえ、以下の項目（計17桁）を順に組み合わせてマッチン

グキーとし、2009年（平成21年）１月から2010年（22年）12月までの24か月分の基礎調査票

の個票データについて、前年同月の同票の個票データとのマッチングを行った。 

＜マッチングに使用した項目＞ 

都道府県番号（２桁）、調査区の県内一連番号（３桁）、抽出単位番号（３桁）、単位内世

帯番号（２桁）、出生西暦年（４桁）、出生月（２桁）、性別（１桁） 

 

３．マッチング結果とその問題点 

（1）前年同月（１年目）からみた当月（２年目）とのマッチング率は、24 か月平均で 82.9％

であった（別紙）。 

（2）しかし、上記２で示したマッチングキーでは、同一の単位内世帯番号に同じ出生年月の者

が存在する場合、同一のマッチングキーとなる。このようなケースは、24か月間の平均で

毎月約 60件（最大で 90件）存在する（別紙）。 

  この同一マッチングキーの存在がマッチングに与える影響について、2010年７月分のマッ

チング結果を例としてみてみると、集計結果から算出した当月のデータ数がマッチング前

の当月のデータ数よりも５レコード多く、同様に前年同月についても１レコード多くなっ

ており、集計結果と入力データ数に不整合が生じている（図Ⅰ－２）。 

 

図Ⅰ－２ 同一マッチングキーの存在により生じる集計結果と入力データ数の 

不整合の事例（2010年７月分結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤当月とアンマッチ

（前年同月にいて当月

にいなかったデータ）

④前年同月とアンマッチ

（前年同月に14歳であった

又はいなかったデータ）

⑥マッチしたデータ

②前年同月（１年目）のデータ 42,860①当月（２年目）のデータ 41,391

③マッチング後の総データ 48,871

6,010 7,475
35,386

集計結果から算出した当月のデータ

41,396（＝④＋⑥）
↓

①と不一致（差は＋５）

※下線の数字は集計結果

集計結果から算出した前年同月のデータ

42,861（＝⑤＋⑥）
↓

②と不一致（差は＋１）

単位：サンプル数 
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この不一致について、該当する世帯の調査票を確認したところ、以下に示すことが判明

した。 

事例１）１年目は双子の兄弟が共に同一世帯に住んでいたが、２年目にこのうちの１

人が他へ移動したとみられ、調査されていないため、双子の兄弟のうち１人

のみとなった……５件 

事例２）１年目は双子の兄弟のうち１人のみであったが、２年目にもう一人が自宅に

戻ってきたとみられ、新たに調査された……１件 

上記事例のように、双子の一方が当年又は前年で当該世帯が移動している場合には、機

械的にマッチングすると世帯内に残っている者とマッチングすることとなり、マッチング

したデータ数が増え、集計結果と入力データ数の間に不整合が生じる3（図Ⅰ－３）。 

 

図Ⅰ－３ 同一マッチングキーの存在により生じる集計結果と入力データ数の 

不整合のイメージ（事例１の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このため、事例１では、 

・「マッチしたデータ⑥」は正しくマッチした場合より５レコード多く、逆に「前月と

当月とのアンマッチ⑤」が５レコード少ない 

となり、同様に事例２では、 

・「マッチしたデータ⑥」が１レコード多く、逆に「前年同月とのアンマッチ④」が１

レコード少ない 

となっており、双子など同一マッチングキーの存在が集計結果と入力データ数の間の不

整合の要因4となっている。 

（３）さらに、今回のマッチングでは上記２に示したマッチングキーを基に実務で行うことを

想定して行ったので、マッチングされたデータの中には、同一の住戸に住んでいるものの、

１年目とは異なる世帯の世帯員で、たまたま生年月及び性別が同じケースも含まれている

可能性がある（図Ⅰ－４）。 

 

                                                   
3 三つ子以上の場合も双子の場合と同様に、その中の同性の一人が世帯外に移動した場合は、マッチングは正しく行われない。 
4 双子など同一のマッチングキーであっても、同一世帯内の当年と前年のデータ数が同じで、かつ調査票への記入順序が同じで

あれば、正しくマッチングされる。 

Key:  A

Key:  B

Key:  C

Key:  C

１年目（前年）

Key:  A

Key:  B

Key:  C

Key:  C

２年目（当年）

Key:  A

Key:  B

Key:  C

Key:  C

Key:  A

Key:  B
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Key:  C
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マッチされたデータが
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双子
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ングキー）

機械的なマッチングでは、世帯内

に残っている者とマッチングされる
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図Ⅰ－４ 同一マッチングキーの存在による別の調査対象者同士の 

マッチングのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）このように１年目と２年目のデータのマッチングを正確に行うには、以上の問題点が存

在する。 

 

Key:  A

Key:  B

Key:  C

Key:  D

１年目（前年）

Key:  A

Key:  B

Key:  C

Key:  D

マッチング

１年目調査

時の世帯は

転居し、２年

目は新たな

世帯が転入

同一のマッチングキーであるため、

別の調査対象者同士でマッチング

Key:  E

Key:  F

Key:  G

２年目（当年）

Key:  D

Key:  E

Key:  F

Key:  G

Key:  D

同一のマッチングキー

を持つデータ

マッチング後のデータ
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Ⅱ １年目と２年目の個票データのマッチングにおける非継続等の状況 

 次に、先の方法により得られたマッチング結果について、ここでは主に年齢階級、就業状態別

にみた標本の非継続の状況についてみていく。 

 

１．全体の状況 

○現在、公表を行っている前月比較によるフローデータでは、当月と前月の非継続率5は、

0.6％とかなり低い（図Ⅱ－１）。 

一方で、１年目（前年・2009 年）と２年目（当年・2010年）の個票データのマッチングか

ら得られた年平均結果（前年比較によるフローデータ）の非継続率は、17.0％と前月比較

の場合と比べて非常に高い（図Ⅱ－２）。これは、当月と前年同月で非継続率は、同一世帯

ではなく同一住戸を調査していること、また、１年後と時間的にかなり経過していること

による。 
 

   図Ⅱ－１ 年齢階級別非継続率（前月比較） 図Ⅱ－２ 年齢階級別非継続率（前年比較） 

                 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、前年比較によるフローデータについて、標本の非継続の状況を年齢階級、就業状態別7

にみると、以下の特徴が挙げられる。 

○非継続率について年齢階級別にみると、35 歳以上は 14.0％であるのに対して、15～34 歳

では 27.4％となっており、特に 15～34歳の若年層において転居等から高くなっている（図

Ⅱ-２）。 

○就業状態別にみると、全体の非継続率（17.0％）に比べ、「就業者」の非継続率は 15.7％

とやや低いが、一方で、「非労働力人口」は 18.5％、「完全失業者」に至っては 21.0％と高

い（図Ⅱ－３）。この「完全失業者」の非継続について、サンプル数（月平均）でみると、

前年の完全失業者 1,279サンプルのうち、268サンプルが継続していない（表１）。 

○これを年齢階級別にみると、いずれの就業状態においても 15～34 歳の非継続率が 35 歳以

上に比べて高い。特に 15～34 歳における「完全失業者」の非継続率は 28.2％と、約３割

の標本が継続してない（図Ⅱ－４・表２）。 

また、15～34 歳における「非労働力人口」の非継続率が 28.6％と高いのは、そのうちの約

８割が「通学（学生）」であることによる。 

 

                                                   
5 結果原表第７表から試算。 
6 前月比較によるフローデータについては、2010年以前は年齢階級別の集計を行っていないため、ここでは 2011年平均の結

果原表上から非継続率を算出している。 
7 各就業状態の内訳項目に係る非継続の状況については、参考１を参照。 

17.0 

27.4 

14.0 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

15歳以上 15～34歳 35歳以上

（％）

0.6 1.0 0.5 
0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

15歳以上 15～34歳 35歳以上

（％）

2011 年６ 2010 年 
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図Ⅱ－３ 就業状態別非継続率（15歳以上）  図Ⅱ－４ 年齢階級、就業状態別非継続率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表１ 当年と前年のマッチングから得られた結果（15歳以上・月平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

注）総数には就業状態不詳を含むので、内訳を合計しても総数には一致しない。 

 

表２ 当年と前年のマッチングから得られた結果（15～34歳・月平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）総数には就業状態不詳を含むので、内訳を合計しても総数には一致しない。 

（サンプル数・％）

49,108 23,883 1,279 17,693 484 5,756

23,031 18,670 408 938 5 3,009

1,198 421 391 157 1 228

17,570 1,049 211 13,321 475 2,511

7,291 3,741 268 3,274 0 0

17.0 15.7 21.0 18.5 - -

前年いな
かった者
（15歳を

除く）

総 数

当
年
の
状
態

（
2
0
1
0

）

就 業 者

完 全 失 業 者

非 継 続 率

非 労 働 力 人 口

前 年 い て 当 年 い な か っ た 者
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前年の状態（2009）
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非労働
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前年で14
歳で当年
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者
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25.0 
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総数 就業者 完全失業者 非労働力人口

（％）

15～34歳

35歳以上

（サンプル数・％）

12,299 5,524 471 3,660 484 2,153

5,587 3,751 160 390 5 1,281

440 121 133 70 1 114

3,617 186 44 2,153 475 755
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前年の就業状態（2009）
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２．転出者等の状況 

次に、前年は調査対象であったが転居等により調査対象ではなくなった者（以下、「転出者等」

という。）について、就業状態ごと8に年齢階級別の構成割合を前年及び当年に調査対象となっ

た者（以下、「継続者」という。）と比較9すると、以下の特徴が挙げられる。 

○就業３状態のいずれも、主に若年層において継続者の年齢分布と比べて割合が高くなって

いる。 

○就業者及び完全失業者は、25～34歳が最も多く、継続者の年齢分布と比べてそれぞれ 14.0

ポイント、9.2ポイント高くなっている（表３－１、表３―２）。 

○非労働力人口は、転出者等の約３割が 15～24 歳で、継続者と比べて、11.2 ポイント高く

なっている（表３－３）。 

 

表３－１  転出者等の年齢階級別分布（就業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表３－２  転出者等の年齢階級別分布（完全失業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表３－３  転出者等の年齢階級別分布（非労働力人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
8 就業者の内訳項目（産業別・職業別）でみた年齢階級別分布については、参考２を参照。  

9 転出者等の就業状態と時点（前年）をそろえるため、継続者は前年における構成割合を比較に用いている。 

（％・ポイント）

転 出 者 等 継 続 者 差（転出－継続）

総 数 100.0 100.0 -

15 ～ 24 歳 17.9 11.0 6.9

25 ～ 34 歳 31.7 22.5 9.2

35 ～ 44 歳 20.1 21.2 ▲ 1.1

45 ～ 54 歳 14.2 17.0 ▲ 2.8

55 ～ 64 歳 12.3 22.7 ▲ 10.4

65 歳 以 上 3.7 5.7 ▲ 2.0

（％・ポイント）

転 出 者 等 継 続 者 差（転出－継続）

総 数 100.0 100.0 -

15 ～ 24 歳 25.1 13.9 11.2

25 ～ 34 歳 6.8 4.2 2.6

35 ～ 44 歳 6.4 6.7 ▲ 0.3

45 ～ 54 歳 4.2 5.3 ▲ 1.1

55 ～ 64 歳 8.1 13.2 ▲ 5.1

65 歳 以 上 49.5 56.7 ▲ 7.2

（％・ポイント）

転 出 者 等 継 続 者 差（転出－継続）

総 数 100.0 100.0 -

15 ～ 24 歳 10.0 5.1 4.9

25 ～ 34 歳 29.1 15.1 14.0

35 ～ 44 歳 24.2 22.0 2.2

45 ～ 54 歳 16.6 22.6 ▲ 6.0

55 ～ 64 歳 13.7 23.4 ▲ 9.7

65 歳 以 上 6.3 11.9 ▲ 5.6
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３．新規の者（前年にいなかった者）の状況 

次に、前年は調査対象でなかったが当年新たに調査対象となった者（以下、「新規の者10」と

いう。）について、就業状態ごと11に年齢階級別の構成割合を継続者と比較12すると、以下の特

徴が挙げられる。 

○就業３状態のいずれも、主に若年層において継続者の年齢分布と比べて割合が高くなって

いる。 

○就業者及び完全失業者は、25～34歳が最も多く、継続者の年齢分布と比べてそれぞれ 14.9

ポイント、10.9 ポイント高くなっている（表４－１、表４―２）。 

○非労働力人口は、新規の者の約２割が 15～24歳で、継続者と比べて 9.4ポイント高くなっ

ている（表４－３）。 

 

表４－１ 新規の者の年齢階級別分布（就業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表４－２ 新規の者の年齢階級別分布（完全失業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表４－３  新規の者の年齢階級別分布（非労働力人口） 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
10 新規の者のうち、当年 15歳の者は前年では 14歳であり、調査対象者とはならない。このため、他の新規の者とは違い、転

入者は少ないと考えられる。このため、今回の検討は当年 15歳の者は除いて比較している。 
11 就業者の内訳項目（産業別・職業別）でみた年齢階級別分布については、参考２を参照。  
12 新規の者の就業状態と時点（当年）をそろえるため、継続者は前年における構成割合を比較に用いている。 

（％・ポイント）

新 規 の 者 継 続 者 差（新規－継続）

総 数 100.0 100.0 -

15 ～ 24 歳 12.4 6.1 6.3

25 ～ 34 歳 30.2 15.3 14.9

35 ～ 44 歳 23.7 22.4 1.3

45 ～ 54 歳 16.1 22.7 ▲ 6.6

55 ～ 64 歳 12.6 22.6 ▲ 10.0

65 歳 以 上 5.1 10.8 ▲ 5.7

（％・ポイント）

新 規 の 者 継 続 者 差（新規－継続）

総 数 100.0 100.0 -

15 ～ 24 歳 21.6 12.2 9.4

25 ～ 34 歳 8.4 4.1 4.3

35 ～ 44 歳 7.3 6.3 1.0

45 ～ 54 歳 4.8 5.3 ▲ 0.5

55 ～ 64 歳 9.9 14.3 ▲ 4.4

65 歳 以 上 47.9 57.7 ▲ 9.8

（％・ポイント）

新 規 の 者 継 続 者 差（新規－継続）

総 数 100.0 100.0 -

15 ～ 24 歳 19.7 13.7 6.0

25 ～ 34 歳 30.7 19.8 10.9

35 ～ 44 歳 20.2 20.2 0.0

45 ～ 54 歳 14.0 17.7 ▲ 3.7

55 ～ 64 歳 13.2 23.0 ▲ 9.8

65 歳 以 上 2.2 5.6 ▲ 3.4
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Ⅲ まとめ 

 「公的統計の整備に関する基本的な計画」で求められている分析指標の作成（集計）に当たっ

ては、今回マッチングをした集計結果をみると、前月と今月のマッチングと比べて、マッチング

できない割合が約２割と非常に高く、特に 35歳未満の若年層では約３割となっている。このため、

若年の完全失業者ではマッチングできた割合は約７割となっているなど、一年間の労働状態の変

化を正確に示す結果とはなっていない。 

以上から、研究用のパネルデータとしての活用は考えられるものの、同データから一年間の就

業状態の変化を示す分析指標を基幹統計として集計・提供することはバイアスがあり、適切では

ないといえる。 

なお、同一マッチングキーの存在により不完全なマッチングが生じるという問題がある。この

問題への対応としては、調査票上の氏名を用いたマッチングが必要となるなど、保存する個票デ

ータ等の検討が必要である。 
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前年比較によるフローデータにおける属性別非継続の状況 

 

１．従業上の地位別 

○前年の就業状態が就業者であった者について、当年（１年後）の状況をみると、15歳以上

の「自営業主・家族従業者」の非継続率は 10.5％と低いが、一方で、「常雇」や「臨時雇・

日雇」は 16％程度と高い（表１）。これは、15～34 歳でも同様の傾向がみられ、就業者の

うち「常雇」や「臨時雇・日雇」の標本の脱落が多くなっている。 

 

表１ 当年と前年のマッチングから得られた結果（従業上の地位別・15 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）総数は就業状態不詳、就業者は従業上の地位不詳を含むため、内訳を合計してもその総数には 

必ずしも一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考１ 

（サンプル数・％）

常雇
臨時雇・
日雇

自営業・家
族従業者

49,108 23,883 17,514 2,914 3,359

23,031 18,670 13,888 2,047 2,694

常 雇 17,000 14,032 13,009 743 256

臨 時 雇 ・ 日 雇 2,820 1,977 660 1,249 62

自営業・家族従業者 3,132 2,625 198 49 2,368

1,198 421 293 100 23

17,570 1,049 452 293 288

7,291 3,741 2,880 474 354

17.0 15.7 16.4 16.3 10.5

前年いて当年いなかった者

総 数

15歳以上 総数

非 継 続 率

前年の状態（2009）

当
年
の
状
態

（
2
0
1
0

）

就業者

就 業 者

完 全 失 業 者

非 労 働 力 人 口
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２．産業別 

○非継続率の高い３産業と低い３産業をみると、非継続率の最も低い産業は「農林漁業」で

あり、次いで、郵便局、協同組合などの「複合サービス事業」、「製造業」となっている。 

一方で、非継続率が高い産業は「情報通信業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「金融業、保

険業」となっている。特に非継続率が 21.0％と最も高い「情報通信業」について、他産業

への行き先としては「サービス業」が最も多い（表２）。 

なお、非継続率が高い３産業のうち、特に「情報通信業」及び「宿泊業、飲食サービス業」

については、15～34 歳及び 35 歳以上のいずれの年齢階級においても、他の産業に比べ非

継続率が比較的高い傾向にある（15～34歳、35歳以上の「情報通信業」ではそれぞれ３位、

１位、「宿泊業、飲食サービス業」では４位、３位（ちなみに「金融業、保険業」はそれぞ

れ８位、２位））。 

 

表２ 当年と前年のマッチングから得られた結果（産業別・15 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）総数は就業状態不詳、就業者は分類不能の産業を含むため、内訳を合計してもその総数には 

必ずしも一致しない。 

（サンプル数・％）

情報通
信業

宿泊
業，飲
食サー
ビス業

金融
業，保
険業

製造業
複合
サービ
ス事業

農林
漁業

614 1,478 584 4,003 214 1,210

461 1,068 456 3,222 180 953

農 林 漁 業 0 1 0 10 11 910

鉱業，採石業，砂利採取業 0 0 0 1 0 0

建 設 業 8 3 1 22 1 9

製 造 業 7 10 2 3,006 1 9

電気・ガス・熱供給・水道 0 0 0 0 0 0

情 報 通 信 業 404 2 2 6 0 0

運 輸 業 ， 郵 便 業 2 4 1 14 6 2

卸 売 業 ， 小 売 業 10 36 4 73 5 6

金 融 業 ， 保 険 業 1 3 426 3 1 0

不動産業，物品賃貸業 1 3 1 3 0 0

学術研究，専門・技術サービス業 7 1 2 13 0 1

宿泊業，飲食サービス業 1 960 1 11 0 1

生活関連サービス業，娯楽業 1 11 1 4 1 2

教 育 ， 学 習 支 援 業 1 7 1 3 0 1

医 療 ， 福 祉 1 13 2 11 1 2

複 合 サ ー ビ ス 事 業 0 0 2 0 151 2

サ ー ビ ス 業 15 10 8 36 2 6

公 務 1 1 1 1 0 1

14 30 10 76 4 6

11 101 14 131 6 151

129 279 105 571 24 100

21.0 18.9 18.0 14.3 11.2 8.3

就 業 者

完 全 失 業 者

非 労 働 力 人 口

前年いて当年いなかった者

当
年
の
状
態

（
2
0
1
0
年

）

非 継 続 率

非継続率　下位３産業
前年の状態（産業）　（2009年）

15歳以上

非継続率　上位３産業

総 数
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３．職業別 

○「農林漁業作業者」の非継続率が最も低く、「生産工程・労務作業従事者等1」、「事務従事

者等2」、「販売従事者等3」の順に高くなっている（表３）。この傾向は、15～34 歳及び 35

歳以上の年齢階級でも見られ、特に 15～34歳の「販売従事者等」は、同階級における非継

続率が最も低い「農林漁業作業者」に比べて 10ポイント程度の開きがある（図１－２）。  

 

図１―１ 職業別非継続率（15 歳以上）          図１－２ 年齢階級、職業別非継続率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 当年と前年のマッチングから得られた結果（職業別・15 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注）総数は就業状態不詳、就業者は分類不能の職業を含むため、内訳を合計してもその総数には 
必ずしも一致しない。 

                                                   
1 「生産工程・労務作業従事者等」は、「運輸・通信従事者」及び「生産工程・労務作業従事者」の合計 
2 「事務従事者等」は、「専門的・技術的職業従事者」、「管理的従事者」及び「事務従事者」の合計 
3 「販売従事者等」は、「販売従事者」及び「保安職業，サービス職業従事者」の合計 
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就業者 販売従事者等 事務従事者等 生産工程・労務

作業従事者等

農林漁業

作業者

（％）

15～34歳

35歳以上

（サンプル数・％）

事務従
事者等

販売従
事者等

生産工
程・労務
作業従事
者等

農林漁
業作業
者

23,883 8,936 6,258 7,276 1,186

18,670 7,102 4,750 5,771 936

事 務 従 事 者 等 7,124 6,547 286 253 9

販 売 従 事 者 等 4,768 280 4,260 193 8

生産工程・労務作業従事者等 5,766 247 184 5,282 25

農 林 漁 業 作 業 者 951 14 8 31 893

421 129 120 156 6

1,049 297 283 299 148

3,741 1,407 1,104 1,049 96

15.7 15.7 17.6 14.4 8.1

総 数

当
年
の
状
態

（
2
0
1
0

）

就 業 者

完 全 失 業 者

非 労 働 力 人 口

前年いて当年いなかった者

15歳以上
就業者

非 継 続 率

前年の状態（2009）
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４．求職理由別 

○前年の就業状態が完全失業者であった者について、当年（１年後）の状況をみると、「定年

又は雇用契約の満了」、「勤め先や事業の都合」などの非継続率は低いが、「学卒未就職」、

「収入を得る必要が生じたから等4」などは高い（図２－１）。 

○年齢階級にみると、15～34歳では、「定年又は雇用契約の満了」などの非継続率は低いが、

「収入を得る必要が生じたから等」、「自己都合」などは高い。 

35歳以上では、「定年又は雇用契約の満了」、「自己都合」の非継続率は低いが、「勤め先や

事業の都合」、「収入を得る必要が生じたから等」などは高い（図２－２）。 

 

図２－１ 求職理由別非継続率（15 歳以上）         図２－２ 年齢階級、求職理由別非継続率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４－１ 当年と前年のマッチングから得られた結果（求職理由別・15 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注）総数は就業状態不詳、就業者は分類不能の職業、完全失業者は求職理由不詳を含むため、内訳を 
合計してもその総数には必ずしも一致しない。 

                                                   
4 「収入を得る必要が生じたから等」は、求職理由別完全失業者について、「収入を得る必要が生じたから」及び「その他」の

合計 

（サンプル数・％）

定年又
は雇用
契約の
満了

勤め先・
事業の
都合

自己
都合

学卒未
就職

収入を得
る必要が
生じたか
ら等

1,279 140 436 395 48 246

408 44 155 132 14 58

391 39 141 119 16 73

定年又は雇用契約の満了 39 24 8 3 0 3

勤め先・事業の都合 126 5 96 15 0 8

自 己 都 合 124 5 22 80 2 15

学 卒 未 就 職 13 0 0 1 9 3

収入を得る必要が生じたから等 86 5 12 19 5 44

211 37 51 59 4 58

268 21 90 85 13 57

21.0 15.0 20.6 21.5 27.1 23.2

前年いて当年いなかった者

就 業 者

完 全 失 業 者当
年
の
状
態

（
2
0
1
0

）

非 継 続 率

15歳以上

総 数

非 労 働 力 人 口

前年の状態（2009）

完全失
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（％）
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表４－２ 当年と前年のマッチングから得られた結果（求職理由別・15～34 歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）総数は就業状態不詳、就業者は分類不能の職業、完全失業者は求職理由不詳を含むため、内訳を 

合計してもその総数には必ずしも一致しない。 

 

 

（サンプル数・％）

定年又
は雇用
契約の
満了

勤め
先・事
業の都
合

自己
都合

学卒未
就職

収入を得
る必要が
生じたか
ら等

471 24 116 173 48 104

160 11 44 62 14 26

133 7 33 45 16 31

定年又は雇用契約の満了 7 3 2 1 0 1

勤め先・事業の都合 29 1 20 5 0 2

自 己 都 合 47 2 8 29 2 7

学 卒 未 就 職 12 0 0 1 9 2

収入を得る必要が生じたから等 37 1 3 9 5 19

44 1 7 17 4 14

133 5 32 48 13 32

28.2 20.8 27.6 27.7 27.1 30.8

完 全 失 業 者

前年の就業状態（2009）

前年いて当年いなかった者

当
年
の
就
業
状
態

（
2
0
1
0

）

非 継 続 率

15～34歳

総 数

就 業 者

完全失
業者

非 労 働 力 人 口



平成 24 年度雇用失業研究会（第１回）資料 

6 
 

５．主な活動状態別（非労働力人口） 

○前年の就業状態が非労働力人口であった者について、当年（１年後）の状況をみると、「家

事」の非継続率は非労働力人口に比べ低いが、「通学」及び高齢者などの「その他」は高い

（図３－１）。 

○年齢階級にみると、15～34 歳の非継続率は、いずれも 35 歳以上に比べ高くなっている。

特に 15～34 歳では「通学」及び「その他」の非継続率は 30％程度と高い（図３－２）。 

 

図３－１ 主な活動状態別非継続率（15 歳以上）   図３－２ 年齢階級、主な活動状態別非継続率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５－１ 当年と前年のマッチングから得られた結果（主な活動状態別・15 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）総数は就業状態不詳を含むため、内訳を合計しても総数には必ずしも一致しない。 
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35歳
以上

（サンプル数・％）

通学 家事 その他

17,693 2,766 6,486 8,441

938 282 441 216

157 38 59 59

13,321 1,641 5,140 6,540

通 学 1,625 1,603 8 14

家 事 5,008 14 4,376 618

そ の 他 6,688 24 756 5,908

3,274 804 845 1,625

18.5 29.1 13.0 19.3非 継 続 率
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表５－２ 当年と前年のマッチングから得られた結果（主な活動状態別・15～34 歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）総数は就業状態不詳を含むため、内訳を合計しても総数には必ずしも一致しない。 

 

   

（サンプル数・％）

通学 家事 その他

3,660 2,749 707 204

390 278 86 27

70 38 16 16

2,153 1,631 422 99

通 学 1,617 1,597 7 13

家 事 431 12 408 11

そ の 他 106 22 8 76

1,045 801 183 62

28.6 29.1 25.9 30.4非 継 続 率

総 数

当
年
の
状
態

（
2
0
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0

）
前年いて当年いなかった者

完 全 失 業 者

非 労 働 力 人 口

15～34歳

前年の状態（2009）

非労働
力人口
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産業、職業別にみた転出者等・新規の者について 

 

１．転出者等の状況 

就業者について、産業、職業別に年齢階級別の分布を転出者等と継続者を比較すると、以下

の特徴が挙げられる。 

○45 歳未満の年齢階級では、ほぼ全ての産業において転出者等が継続者に比べて高い（表１）。 

○25～34歳の「農林漁業」において、他の産業と比べて転出者等と継続者の構成割合の差が

小さい。一方で、35～44歳の「農林漁業」においては構成割合の差が大きい（表１）。 

○全ての職業において、45 歳未満の年齢階級では、転出者等が継続者に比べて高い（表２）。 

○25～34歳の「農林漁業作業者」において、他の職業と比べて転出者等と継続者の構成割合

の差が小さい。一方で、35～44歳の「農林漁業」においては構成割合の差が大きい（表２）。 

 

表１ 産業別にみた転出者等の年齢階級別分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1. 「製造業等」は、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」及び「製造業」の合計 

2. 「情報通信等」は、「電気・ガス・熱供給・水道」、「情報通信業」及び「運輸業，郵便業」の合計 

3. 「卸売・小売業等」は、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」 

及び「宿泊業，飲食サービス業」の合計 

4. 「医療・福祉等」は、「学術研究，専門・技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、 

「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の合計 

 

 

 

 

参考２ 

（％・ポイント）

農林漁業 製造業等 情報通信等 卸売・小売業等 医療・福祉等 公務

総 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
15～24歳 4.9 7.9 6.6 14.7 9.5 6.9
25～34歳 12.6 26.4 30.7 28.0 33.2 32.4
35～44歳 14.6 26.8 26.9 22.1 23.6 25.5
45～54歳 11.7 17.5 19.2 15.7 15.4 22.1
55～64歳 19.4 15.6 13.8 12.9 12.6 11.7
65歳以上 36.9 5.8 2.9 6.5 5.6 1.4
総 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
15～24歳 1.1 4.1 3.4 8.1 4.8 2.4
25～34歳 4.3 14.7 16.6 14.7 16.9 16.6
35～44歳 7.1 24.3 26.7 20.8 21.9 26.5
45～54歳 12.7 22.7 23.8 21.7 24.1 29.9
55～64歳 25.7 25.3 22.7 23.1 22.0 21.9
65歳以上 49.1 8.9 6.9 11.6 10.3 2.7
総 数 - - - - - -
15～24歳 3.8 3.8 3.2 6.6 4.7 4.5
25～34歳 8.3 11.7 14.1 13.3 16.3 15.8
35～44歳 7.5 2.5 0.2 1.3 1.7 ▲ 1.0
45～54歳 ▲ 1.0 ▲ 5.2 ▲ 4.6 ▲ 6.0 ▲ 8.7 ▲ 7.8
55～64歳 ▲ 6.3 ▲ 9.7 ▲ 8.9 ▲ 10.2 ▲ 9.4 ▲ 10.2
65歳以上 ▲ 12.2 ▲ 3.1 ▲ 4.0 ▲ 5.1 ▲ 4.7 ▲ 1.3

構
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割
　
合

転
出
者
等

継
続
者

差
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転
出
-
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表２ 職業別にみた転出者等の年齢階級別分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）1. 「事務従事者等」は、「専門的・技術的職業従事者」、「管理的従事者」及び「事務従事者」

の合計 

2. 「販売従事者等」は、「販売従事者」及び「保安職業，サービス職業従事者」の合計 

3. 「生産工程・労務作業従事者等」は、「運輸・通信従事者」及び「生産工程・労務作業従

事者」の合計 

 

（％・ポイント）

事務従事者等 販売従事者等 農林漁業
作業者
生産工程･労務
作業従事者等

総 数 100.0 100.0 100.0 100.0
15～24歳 7.1 14.9 4.1 9.4
25～34歳 33.6 29.6 11.3 24.5
35～44歳 26.4 21.6 13.4 24.6
45～54歳 17.4 15.5 11.3 17.1
55～64歳 11.6 12.6 19.6 17.3
65歳以上 3.8 5.9 40.2 7.1
総 数 100.0 100.0 100.0 100.0
15～24歳 4.0 8.2 1.1 4.6
25～34歳 16.7 15.6 4.4 14.5
35～44歳 25.3 20.3 7.0 21.9
45～54歳 26.5 20.9 12.5 21.1
55～64歳 20.7 23.1 25.6 26.6
65歳以上 6.8 11.9 49.5 11.5
総 数 - - - -
15～24歳 3.1 6.7 3.0 4.8
25～34歳 16.9 14.0 6.9 10.0
35～44歳 1.1 1.3 6.4 2.7
45～54歳 ▲ 9.1 ▲ 5.4 ▲ 1.2 ▲ 4.0
55～64歳 ▲ 9.1 ▲ 10.5 ▲ 6.0 ▲ 9.3
65歳以上 ▲ 3.0 ▲ 6.0 ▲ 9.3 ▲ 4.4

構
　
成
　
割
　
合
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出
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続
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転
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２．新規の者の状況 

就業者について、産業、職業別に年齢階級別の分布を新規の者と継続者を比較すると、以下

の特徴が挙げられる。 

○35 歳未満の年齢階級では、全ての産業において新規の者が継続者に比べて高い（表３）。 

○25～34歳の「農林漁業」において、他の産業と比べて新規の者と継続者の構成割合の差が

小さい。一方で、35～44歳の「農林漁業」においては、構成割合の差が大きい（表３）。 

○全ての職業において、35 歳未満の年齢階級において、新規の者が継続者に比べて高い（表

４）。 

○25～34歳の「農林漁業作業者」において、他の産業と比べて新規の者と継続者の構成割合

の差が小さい。一方で、35～44歳の「農林漁業作業者」においては、新規の者と継続者の

構成割合の差が大きい（表４）。 

 

表３ 産業別にみた新規の者の年齢階級別分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1. 「製造業等」は、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」及び「製造業」の合計 

2. 「情報通信等」は、「電気・ガス・熱供給・水道」、「情報通信業」及び「運輸業，郵便業」の合計 

3. 「卸売・小売業等」は、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」 

及び「宿泊業，飲食サービス業」の合計 

4. 「医療・福祉等」は、「学術研究，専門・技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、 

「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の合計 

（％・ポイント）

農林漁業 製造業等 情報通信等 卸売・小売業等 医療・福祉等 公務

総 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
15～24歳 6.1 9.7 8.9 16.3 12.7 11.2
25～34歳 12.2 30.1 31.5 27.8 33.0 33.6
35～44歳 14.6 25.2 27.7 22.9 22.4 23.9
45～54歳 11.0 16.9 16.8 15.5 15.6 20.9
55～64歳 23.2 13.9 13.0 12.2 11.4 9.7
65歳以上 32.9 4.2 2.1 5.3 4.8 0.7
総 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
15～24歳 1.0 4.2 3.5 6.9 4.6 2.7
25～34歳 4.7 15.2 16.9 14.8 16.9 17.2
35～44歳 7.8 25.0 27.6 21.5 22.5 27.2
45～54歳 14.0 23.4 24.3 22.5 24.9 31.0
55～64歳 27.4 24.6 22.1 23.3 21.9 20.1
65歳以上 45.1 7.6 5.6 10.9 9.1 1.8
総 数 - - - - - -
15～24歳 5.1 5.5 5.4 9.4 8.1 8.5
25～34歳 7.5 14.9 14.6 13.0 16.1 16.4
35～44歳 6.8 0.2 0.1 1.4 ▲ 0.1 ▲ 3.3
45～54歳 ▲ 3.0 ▲ 6.5 ▲ 7.5 ▲ 7.0 ▲ 9.3 ▲ 10.1
55～64歳 ▲ 4.2 ▲ 10.7 ▲ 9.1 ▲ 11.1 ▲ 10.5 ▲ 10.4
65歳以上 ▲ 12.2 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 5.6 ▲ 4.3 ▲ 1.1
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差
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表４ 職業別にみた新規の者の年齢階級別分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1. 「事務従事者等」は、「専門的・技術的職業従事者」、「管理的従事者」及び「事務従事者」

の合計 

2. 「販売従事者等」は、「販売従事者」及び「保安職業，サービス職業従事者」の合計 

3. 「生産工程・労務作業従事者等」は、「運輸・通信従事者」及び「生産工程・労務作業従

事者」の合計 
 
 

（％・ポイント）

事務従事者等 販売従事者等 農林漁業
作業者
生産工程･労務
作業従事者等

総 数 100.0 100.0 100.0 100.0
15～24歳 10.1 17.4 6.3 11.0
25～34歳 32.6 29.9 12.5 28.5
35～44歳 26.7 20.7 13.8 23.4
45～54歳 17.5 14.9 11.3 16.2
55～64歳 10.2 11.9 23.8 15.6
65歳以上 3.0 5.2 32.5 5.3
総 数 100.0 100.0 100.0 100.0
15～24歳 3.9 7.1 1.2 4.5
25～34歳 16.7 15.8 4.6 14.9
35～44歳 26.0 21.1 7.8 22.6
45～54歳 27.3 21.8 13.7 21.7
55～64歳 20.1 23.1 27.3 26.5
65歳以上 6.0 11.1 45.4 9.8
総 数 - - - -
15～24歳 6.2 10.3 5.1 6.5
25～34歳 15.9 14.1 7.9 13.6
35～44歳 0.7 ▲ 0.4 6.0 0.8
45～54歳 ▲ 9.8 ▲ 6.9 ▲ 2.4 ▲ 5.5
55～64歳 ▲ 9.9 ▲ 11.2 ▲ 3.5 ▲ 10.9
65歳以上 ▲ 3.0 ▲ 5.9 ▲ 12.9 ▲ 4.5

差

（
新
規
-
継
続

）
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